
 

 

三菱マテリアル株式会社 

英国現代奴隷法に係る声明文（和文） 

 

本声明文は、2015 年英国現代奴隷法第 54 条に基づいてなされたものであり、三菱マテリアル株式会

社及び本条の適用範囲内の子会社（Luvata グループ及び Mitsubishi Materials Tools Europe GmbH 社）

が、2025 年 4 月 1 日から 2026 年 3 月 31 日までの事業年度に実施した取り組みを開示するものです。

本声明文では、当社グループにおける人権に関する取り組みを含む以下の事項について説明します。 

 

 ・当社グループの組織の構造及び事業 

 ・当社グループの人権尊重の取り組み 

 ・人権に関する方針・コミットメント 

 ・サプライヤーのデューデリジェンス 

 ・当社グループ内におけるデューデリジェンス 

 ・事業及びサプライチェーン上の潜在的リスク 

 ・救済措置 

 

当社グループの組織の構造及び事業 

当社は 1950 年に設立し、本社は日本の東京になります。 

Luvata Oy 及び Mitsubishi Materials Tools Europe GmbH 社は、当社の子会社であり、これら 2 社を含

む当社グループ全体の従業員数は 17,591 名（2026 年 3 月 31 日現在）であり、当社グループの 2025 年

度の売上高は 1,844,053 百万円です。 

当社グループは、金属事業、高機能製品の製造・販売、加工事業、環境・エネルギー事業等を主に営ん

でおり、各事業の概要は以下のとおりです。 

 

金属事業 

銅、金、銀、パラジウム等の製錬・販売。 

高機能製品の製造・販売 

銅加工品、機能材料・電子デバイスの製造・販売。 

加工事業 

超硬製品の製造・販売。 

環境・エネルギー事業 

環境・エネルギー関連（地熱等）に関する技術開発。 

 



また、当社は英国では直接又は子会社を通じて業務を行っています。英国所在の事務所及び子会社の概

要は以下のとおりです。 

 

英国所在の事務所 

三菱マテリアル株式会社ロンドン事務所 

欧州における金属事業の事業推進の支援及び関連情報の収集 

 

英国所在の子会社 

Luvata Welwyn Garden Ltd. 

抵抗溶接電極、アダプター、MIG コンタクトチップ、そのたの溶接消耗品の製造 

Luvata Welshpool Limited. 

ディーゼルおよび水素インジェクタースリーブ、EV・PHEV・産業用コネクタ、真空遮断器、 

プラズマシールドの製造 

MMC Hardmetal U.K. Ltd. 

 当社の製造製品の販売代理店 

 

当社グループの人権尊重の取り組み 

当社グループでは、2022 年度から、強制労働や児童労働を含む当社グループ事業による人権への悪影

響を防止・軽減するため、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に従って、以下の３項目に取り組

んでいます。 

 

 人権に関する方針・コミットメントの周知・浸透 

 人権デューデリジェンス（以下、人権 DD）の実施 

 救済措置 

 

当社グループでは、国内外のグループ会社・直轄拠点並びにサプライヤー・お取引先に対して、当社

グループの事業による人権への悪影響の評価、評価結果への対応、対応の追跡調査、これらの取り組み

に関する情報の発信を行っています。 

当社グループの人権 DD は、セルフチェックリスト（以下、SAQ）を用いたリスクベースのアプロー

チを採用しています。当該 SAQ により強制労働・児童労働のリスクを含む人権リスクを特定し、リスク

が高いと判断される領域に対し、優先してリスク低減策を実施しています。 

 

人権に関する方針・コミットメント 

方針等 説明 

行動規範 倫理的な企業文化や組織風土の醸成のため制定。 

人権尊重、安全優先、法令順守、共存共栄、環境保全の全５章から構成。 

サステナビリティ基本方 サステナビリティに関し、積極的な対応をより一層推進し、企業グループとしての



針 持続的成⾧を図る旨を示すコミットメント。 

人権方針 サステナビリティ基本方針の下位規定。 

全ての事業活動領域において、当社グループのビジネスが人権に対して及ぼす悪影

響を特定・防止・改善し、強制労働・児童労働の禁止を含む人権尊重の取り組みを

推進することにコミットするもの。 

 

コミットメント 内容 

UN Global Compact 人権、労働、環境、腐敗防止の４分野から構成されるグローバル・コンパクト１０原

則に賛同するもの。 

 

サプライヤーのデューデリジェンス 

デューデリジェンスの概要 

当社グループでは、三菱マテリアルグループ調達方針を制定し、調達を行うにあたり、国際的に宣言

されている人権の原則を尊重することを表明しています。当該調達方針では、児童労働・強制労働のほ

か、公正な取引、人権尊重、法令遵守、調達倫理、労働衛生、環境保全、情報セキュリティ等の項目に

ついて当社グループが守るべき責任を定めています。 

さらに、当社は、物流資材部門において、CSR 調達ガイドラインを制定しています。当該ガイドライ

ンは、前述の調達基本方針と、サプライヤーに遵守をお願いする CSR 調達基準から構成されています。

調達基本方針に基づき、当社がサプライヤーに人権尊重等を求めることを示すとともに、CSR 調達基準

において労働環境整備や結社の自由、社内通報制度の構築を含む基本的人権の尊重、及び調達基本方針

で定める当社の責任と同等の責任をサプライヤーに求めています。「CSR 調達ガイドライン」は最新の

内容を取引先へ周知しています。また、「CSR調達ガイドライン」の内容を当社及び取引先が相互に確認

のうえ契約書を締結する等の取り組みを行っています。 

 

サプライヤー評価 

当社では、サプライヤーでの取り組みの実効性を確保するため、2016 年４月よりサプライヤー採用審

査及びサプライヤー評価、また必要に応じて現地監査を実施しています。 

新規に取引を開始するサプライヤーに対しては、取引開始前に「サプライヤーセルフチェックシート」

による自己評価を実施しています。当該サプライヤーセルフチェックシートでは、従来の品質、価格、

納期等の一般的な項目に加えて、児童労働・強制労働、不当な低賃金労働等の人権面や、環境への悪影

響等といった調達に関わる社会的責任への取り組みについても確認を行います。物流資材部門において、

当該サプライヤーセルフチェックシートの回答内容を基に 12 の審査項目に関する採点を行い、総合評点

に応じた取り扱いを決定します。 

また、既存のサプライヤーに対しては、２年ごとに当該サプライヤーセルフチェックシートを用いた

自己評価を実施し、取り組みの進展を確認しています。さらに、主要原材料などの品目ごとに管理が必

要な場合には「サプライヤー評価シート」を用いて、強制労働、児童労働の防止を含む計 28 の審査項目

からなる総合サプライチェーン上のリスクを特定し、必要な是正指導を行っています。 

2025 年度は、資材領域においては、新調達システムを活用した定期評価の仕組みを構築し、運用を開



始しました。サプライヤー評価シートの改良および拠点向け説明を実施したうえで、各拠点においてサ

プライヤー評価をシステム上で実施し、重要取引先とその他の取引先合わせて 264 社を対象にリスク評

価およびフォローアップを実施致しました。重要取引先については、改善期限を設定したうえで、期限

内に是正状況の確認を実施しています。高リスクと判断した 5 社に対してフィードバックシートを用い

て不足事項を提示するとともに、CSR 調達ガイドライン等の確認・遵守を要請しました。また、リスク

低減策の例を活用しながら改善項目を具体化し、継続的なフォローアップを実施しました。必要に応じ

て契約の見直しも可能であることを伝え、改善を促しました。その他の取引先については、サプライヤ

ーセルフチェックシートによるリスク評価を実施し、高リスクと判断した５社に対しては政府ガイドラ

イン、当社人権方針、CSR 調達ガイドラインならびに人権フィードバック資料を送付しました。その結

果、全社より人権尊重の重要性および遵守の必要性について理解したとの回答を得ることができました。 

また、非資材領域においては、リスク評価および是正対応を実施済の年間取引額 500 万円以上のサプ

ライヤー275 社に対して、リスク評価結果を SAQ に回答したすべての取引先に共有するとともに、要フ

ォローと判断した４社に対して追加フォローを実施しました。 

 

 

銅精鉱の調達 

銅製品の原料である銅精鉱については、出資先である海外鉱山からの買鉱を中心とした調達を行って

おり、日本の製錬所へ安定的に供給しています。当社は、直接的な鉱山経営を行わないノンオペレータ

ーの立場ですが、グローバルな調達活動をする企業として持続可能な開発への責任を果たしていきたい

と考えています。 

当社は一定規模の権益を有する鉱山のアドバイザリー・コミッティーに特定の人員を参加させる等、

先住民の方々や地域コミュニティーとの対話を重視しています。 

また、買鉱先の鉱山会社に対しては、当社が出資する前にサステナビリティ投融資ガイドライン（当

社出資がある場合）や CSR 調達基準への遵守を要請するとともに、遵守状況の確認のために定期的にア

ンケート調査等を実施し、必要に応じて状況の把握や改善を申し入れています。 

さらに、環境保全や人権尊重をグローバルなサプライチェーンの管理における重要な考慮事項と位置

付け、これらを事業プロセスに組み込んでいます。 

 

当社グループ内におけるデューデリジェンス 

概要 

当社グループでは、2022 年度より人権 DD の仕組み構築に着手しました。2023 年度には当社拠点及

びグループ会社全 105 拠点に対して SAQ を配布、その回答内容を分析することで、人権リスクの特定を

行いました。 

当該 SAQ は、「国連ビジネスと人権の指導原則」「責任ある企業行動のための OECD デューデリジェ

ンス・ガイダンス」「ILO 中核的労働基準（５分野・１０条約）」などの国際的な人権・労働を含むサス

テナビリティに関する基準に基づき、外部専門家の意見を取り入れながら、設問を作成しました。当該

SAQ は、児童労働や強制労働を含む２０分野の人権に関する重要項目をカバーし、当社直轄拠点及びグ



ループ会社の事業が人権に悪影響を及ぼすリスク領域を特定します。 

2022 年度及び 2023 年度に配布した SAQ の回答分析の結果、当社グループの人権リスクとして特定さ

れたものは、「差別の禁止」「ハラスメント」「結社の自由・団体交渉権の尊重」「責任ある原料・鉱物調

達」等です。2024 年度はこれらのリスクを低減するため、ハラスメントを防止するための講演会、ロー

ルプレイを用いた研修を実施したほか、責任ある調達に向けてサプライヤー評価の範囲の拡大・ＣＳＲ

調達ガイドライン等の一層の周知浸透を図りました。2025 年度は、SAQ 実施後に各拠点から回収した

「是正報告書」および「リスク低減策実施計画書」に基づき、特定された 4 つの人権リスク項目に焦点

を当て、その効果の実証および評価を行うこととしました。また、SAQ の運用改善として、設問の分か

りにくい点について見直しを実施し、集計性・比較性・分析精度の向上を図りました。 

2026 年度より当社事業活動において特にリスクが大きい「ハラスメント」および「責任ある原料・鉱

物調達」の 2 項目に重点を置き、重点的かつ継続的に対応を進めてまいります。 

 

研修 

当社グループは、グローバルに事業を展開する上で、各国の法令遵守だけでなく、国際的な人権基準

の尊重は必須であると考えています。そこで 2021 年 12 月に「人権方針」を策定しました。本方針に基

づき、当社グループにおいて、強制労働・児童労働の禁止を含む人権への取り組みを強化しています。

当社では、2022 年 3 月に国連グローバル・コンパクトに署名し、その原則の実現に向けて努力を継続し

ております。 

また、人権尊重に関するこれらの方針及び人権への影響を受けるステークホルダーの視点から様々な

人権課題を理解するために、国内外の従業員を対象とした人権研修等を実施しています。 

 

・国内外のグループ会社の役員を対象とした役員ガバナンス研修では、ハラスメントによる企業のリ

スクについて取り扱いました。また、訴訟やレピュテーション低下などの企業リスクに加え、過去の事

例を共有し、役員としての適切な判断と防止行動の重要性を伝えました。 

・海外グループ会社を対象としたコンプライアンス研修の中では、当社グループの人権尊重に関する

取り組みを紹介した上で、日常業務の中で起こりうる人権の問題についてのケース・スタディ動画を作

成し、約 7,200 人に対して受講を促しました。 

・当社グループでは毎年 10 月を企業倫理月間と定め、当社および国内グループ会社の従業員を対象と

したコンプライアンス研修を実施しています。2025 年度の研修では、ハラスメントについてのケース・

スタディ動画を視聴し、グループディスカッションを実施しました。また、実際に社内で発生した事例

や、指導がロジカルハラスメントへと変わるリスクに関するケースを用い、適切なコミュニケーション

や指導方法について理解を深める内容としました。 

・当社では、全従業員を対象とした人権研修を実施し、4,800 人以上（2025 年 3 月期）が受講しまし

た。また、特に入社や昇進などの節目で実施される研修には、差別やハラスメントなど人権に関わる問

題について理解を深める内容を取り入れています。 

 

 

 



 

事業及びサプライチェーン上の潜在的リスク 

当社グループ事業における潜在的リスクへの対応 

当社グループにおける現代奴隷及び人身取引の潜在的リスクは低いと判断しています。 

SAQ には、強制労働・児童労働のリスクに関する設問が含まれており、その回答を踏まえ、ほとんど

の拠点においてリスクを低減する施策が実施されていることを確認しています。 

 

当社のサプライチェーン上の潜在的なリスクへの対応 

当社では、サプライチェーン上の現代奴隷及び人身取引のリスクを低減させる取り組みに対応し、銅、

金、銀、錫、鉛等の鉱物について、責任ある鉱物調達に関する認証を取得しています。 

また、サプライヤーセルフチェックシートには、強制労働・児童労働のリスクに関する設問が含まれ

ており、これらの回答を踏まえてサプライチェーンの人権リスクを評価しています。サプライヤーセル

フチェックシートの分析の結果、サプライチェーン上の強制労働・児童労働のリスクは低いと判断して

います。 

 

救済措置 

当社グループでは、従業員向けに通報・相談窓口を設置し、人権に関する通報・相談を受け付けてい

ます。当該窓口は匿名での通報・相談を受け付けているほか、厳格な秘密保持を保証し、救済措置を実

施する体制を整えています。当該従業員向け窓口では、当該報告対象期間においては、強制労働、児童

労働に関する通報・相談はありませんでした。 

また、当社グループの社外のステークホルダーがアクセス可能な人権に関する問合せ窓口を設置して

います。当該窓口では、匿名での相談が可能となっています。 

 

有効性の評価 

当社では、担当執行役のもと、サプライチェーンや事業活動における強制労働や児童労働のリスクを

防止・低減するために、継続的に仕組みを改善し、これらのプロセスの有効性を評価しています。 

例えば、当社拠点及びグループ会社に対しては、2022 年度及び 2023 年に実施した当社拠点及びグル

ープ会社に対する SAQ の分析の結果に基づき、対応すべき人権リスク項目について、当社拠点・グルー

プ会社において、リスク低減策を実施しました。対応するべきリスク項目 232 項目について、2025 年２

月までに 225 件（対応率：97.0％）の実施が完了しました。これらのリスク低減策の実施状況について

は、執行役社⾧を本部⾧、担当執行役を副本部⾧とし、関係部署の部⾧等で構成される SCQ 推進本部

にリスク低減策の実施状況を定期的に報告し、積極的な人権リスクの低減を促す体制を構築しました。

さらに、リスク低減策実施の進捗状況や好事例を積極的に各事業部門担当者及びコーポレート部門担当

者とで共有しています。 

 



決議と署名 

本声明文は、三菱マテリアル株式会社、Luvata Oy 及び Mitsubishi Materials Tools Europe GmbH 社

を代表してなされ、２０２６年９月７日に、三菱マテリアル株式会社の執行役社⾧を含む執行役参加に

よる戦略経営会議において承認されました。その上で、執行役社⾧ＣＥＯ 田中 徹也 が当社を代表

して本声明文に署名します。 

本法の要件に従って、本声明文に含まれる情報を確認し、適用される報告期間及び本法の目的におい

て、全ての重要な点において、真実・正確、完全であることを証明します。 

 

署名 田中 徹也（三菱マテリアル株式会社 執行役社⾧） 


